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であったが，これは 31 年 9 月の満州事変へと連なる“前兆”となり，29 年
10 月 24 日の「暗黒の木曜日」は，世界恐慌として翌年には昭和恐慌を引き
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起こす遠因に，そして 31 年 3 月に決行予定とされた軍事クーデターは同年
10 月にも同様の政府転覆を計画させるに到る。このような連綿とした，潜
在的な危機が“一体化した危機”のように発現したのが，31 年 9 月以降であっ
た。9月 18 日の満州事変の勃発は国際連盟外交を困難にし，9月 21 日の英
































































































































からの軍宿条約調印の方針を明らかにして，1930 年 2 月 20 日投票の第 17
回総選挙を戦い，大勝を収めた。この勝利の下，浜口内閣は海軍，枢密院な


























































1931 年 11 月 15 日付け『東京朝日新聞』夕刊（「連立内閣へもがく両党」）には，
かねてよりの連立内閣の噂が紹介されたが，安達はその噂について，段階的





































































































































































































































クリーブランド市会議員選挙を例に，立候補者 25 名に対し 1000 人が 6日余
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